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申立の趣旨 

 

被害者の本件事故による後遺障害のうち、右股関節脱臼および右寛骨骨折後の右

股関節の機能障害については、自賠法施行令別表第二第１０級１１号に該当する。 

との判断を求める。 

申立の理由 

 

第１ 等級認定結果について 

  株式会社作成令和６年 日付「自動車賠償責任保険

お支払不能のご通知」別紙によれば、右股関節脱臼および右寛骨骨折後の右股

関節の機能障害については、右股関節の可動域が健側に比して1/2以下に制限

されていないとして自賠法施行令別表第二第１２級７号に該当するにとどまる

と判断された（以下「認定結果」という。）。 

 しかし、以下に詳述するとおり、被害者の右股関節の主要運動の他動値は、

健側に比して1/2以下に制限されており、その医学的な原因についても明らか

であり「１下肢の３大関節中の１関節の機能に著しい障害を残すもの」として、

同第１０級１１号に該当する。 

 以下、理由について詳述する。 

 

第２ 股関節の可動域の修正について 

 １(1) 認定結果によれば、令和６年

医師」という。）作成「股関節の可動域について」（以下

「本股関節可動域表」という。）上、被害者の股関節内転・外転可動域他動値

については、２分の１以下に制限されていないとする。 

    しかし、令和６年 医師作成「回答書」のとおり、本股関

節可動域表のみならず令和５ 同医師作成自賠責後遺障害診断

書記載の右股関節外転他動値については、いずれも２５度ではなく１５度が

正しいと訂正された。 

   (2) この点、自賠法上の後遺障害等級認定の基準となる関節可動域については、

日本リハビリテーション医学会、日本整形外科学会により定められた「関節

可動域表示ならびに測定法」いわゆる「日整会方式」にしたがうものとされ

ている。 

    そして、日整会方式では、測定肢位及び注意点が定められ、可動域を測定
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外転値が突出して高くなっているが、上記のとおりその測定方法及び数値が誤

りであり、その他の数値と同様に１５度であると訂正されたことにより、症状

固定後ほぼ数値が一貫しより整合することから、１及び４の測定方法及び測定

値が誤りであり、かつ、訂正後の外転他動値１５度が正しい数値であったこと

を裏付ける。 

 ３(1) 先の自賠責保険に対する異議申立時にも主張したところであるが、関節可

動域の測定は医師が角度計を用いて手動と目測により測定するものである

から、人為的かつ主観的な測定値とならざるを得ず、検査者間格差が生じる

ことは不可避である。 

    また、同一検者の測定であっても毎回同じ数値で計測されるとも限らない。 

    そのため、できるだけ多数の専門的検者による検査結果の平均値を採用す

ることが、関節可動域測定値の客観性を高めると考えられる。 

    仮に当初の 医師の測定値が誤りでなかったとしても、４名の専門家医

師による全７回の平均値を測定したところ、制限率は０．４６

（=(16.43+14.00)/(43.57+22.00)）となり、1/2以下に制限されている。 

  (2) さらに 医師の測定値を除外した他３名による測定値（上記表３、５、

７回）を基にしても、いずれも1/2以下に制限されているのである。 

    以上の点からも、被害者の右股関節外・内転可動域は左に比して２分の１

以下に制限されていることは明白であり、 医師自ら測定肢位及び測定値

の誤りを認めた本股関節可動域表の数値のみを基にして被害者の後遺障害

該当性を論じるとすれば、その根拠は薄弱であり恣意的な認定であるといわ

ざるを得ない。 

 

第３ 可動域角度の悪化について 

   認定結果は、本股関節可動域表以降、被害者の右股関節可動域角度が悪化し

ていることをもって、後遺障害等級１０級１１号認定可能性を否認したが、本

股関節可動域表訂正後の可動域を経時的にまとめると以下のとおりとなる。 

 

                     外転15 内転15 計30 

 診断書     外転15  内転10 計25 

 診断書           外転15  内転10 計25 

   診断書 外転10  内転25 計35 
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     上記のとおり寛骨のボルト及びプレート類は除去されていないほか、癒合

不全による関節面の欠損、陥没・凹凸、骨片や遊離骨様の変化等の寛骨臼関

節面の著しい変形が生じており、これらの変形は被害者の右股関節に1/2以下

の可動域の制限を及ぼす原因となる器質的変化といえる。 

 ３ 加えて、 医師も回答書において、被害者の右股関節の可動域制限の原因

については、「今回の外傷は股関節の脱臼であり、股関節周囲の軟部組織（筋・

関節包など）の癒着、拘縮は十分に可動域制限の原因となりうる」とし、被害

者の股関節可動域制限に医学的な原因があることを認めている。      

 

第５ 結論 

   以上より、被害者の右股関節の外転・内転運動の可動域の他動値は、健側で

ある左に比して1/2以下に制限されており、かつ、画像上その原因となる外傷性

の器質的変化も明確に捉えられ、主治医も可動域制限につき医学上の根拠を有

することを明言している。 

   したがって、被害者の右股関節については「１下肢の３大関節中の１関節の

機能に著しい障害を残すもの」として、自賠法施行令別表第二第１０級１１号

に該当する。 

                         以上 




